
（様式１）（用紙寸法は、日本工業規格Ａ列４とする。） 

 

 

  年  月  日 

 

 

文部科学省総合教育政策局長  殿 

 

 

所 在 地 〒 

自 治 体 名  

代表者職名  

氏   名  印 

 

 

２０１９年度「学びを通じた社会参画の推進に関する実証研究事業」業務計画書 

 

 

 ２０１９年度「学びを通じた社会参画の推進に関する実証研究事業」の実施について業務計画

書を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○事務担当者連絡先 注：４（２）の担当者を記載してください 

担当者氏名   

所   属   

住   所 〒  

   

電   話   

Ｆ Ａ Ｘ   

E - m a i l   

   

 

  



（別紙を添付する場合は、Ａ４サイズで作成すること。） 

 

委託業務実施に係る経費総額  円 

 

   内訳 

(１) 業務実施に必要な経費  円 

(２) 再委託に必要な経費  円 

 

１．業務の題名 

「  」 

 

２．業務の委託期間 

委託を受けた日から２０２０年 ３ 月 １３ 日まで 

 

３．実施事業テーマ 

※ 実施する事業テーマに「○」を付すこと 

テーマ 実施するものに○ 

在留外国人等日本語が不自由で地域の中で孤立しがちな住民の社会参画促進  

独居高齢者等ひきこもりがちな住民の社会参画促進 ○ 

 

４．業務実施の組織構成 

（１） 実行委員会組織の全体構成員 

氏  名 所 属 ・ 役 職 等 備考欄 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

（２） 業務推進担当者 

氏  名 所 属 ・ 役 職 等 備考欄 

   

   

   

実施事業テーマは“独居高齢者等ひきこもりがちな住民の社

会参画促進”を選択してください。 



５．取組の趣旨・目的 

（地域の現状、解決すべき具体的な地域課題、それに対する取組の概要等を記載すること。） 

 

注 地域の現状については、実施する事業テーマに関連する客観的なデータも併せて記載し

てください。データについては出典（時期）も含めて末尾に記載してください。 

  なお、記載データは審査にのみ使用します。一般に公表していない情報は「※非公表」

と付記してください。 

 

  （例）＊＊歳以上の単身者世帯数（割合）：○世帯（○％） 

     ＊＊歳以上の引きこもり者数：○人 

出典：＊＊年度○○   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



６．具体的実施内容及び実施方法等 

 

注 「５」に記載した取組について、実施予定の日時や場所、内容に加えて、以下の点につ

いても可能な限り具体的に記載してください。 

特に、地域における現状や課題を踏まえ、対象となる住民の社会参画を促進する活動に

ついて、詳細に記載してください。 

  ・ 誰が、どのような場所で、どのような内容・方法で実施するのか。 

  ・ 「１０」に記載の見込まれる成果・効果の達成のためにどのような工夫を行うか。 

    （ＰＤＣＡサイクルが有効に働くような仕掛け、活動をしながら目的達成のために

常に見直し・改善を図れるような工夫等） 

また、実行委員会が行う取組についても、取組内容について詳細に記載してください。 

・ 例えば、地域住民等を対象とする研修については、目的、時期・回数、会場、講師、

内容などを記載してください（申請時点の予定で構いません）。 

・ 対象となる住民の社会参画を促進する活動の成果と課題についての分析・研究につ

いても、実施時期、内容などを記載してください。 

 ・ 「１０」に記載の見込まれる成果・効果の達成のためにどのような工夫を行うか。 

  （ＰＤＣＡサイクルが有効に働くような仕掛け、活動をしながら目的達成のために

常に見直し・改善を図れるような工夫等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



７．業務の実施体制（再委託先まで含めた業務実施体制について図示すること。） 

 

注 どのような関係機関と連携・協働の体制を整備するか記載してください。また、再委託

を行う場合は、申請者（委託先）と再委託先との業務分担について明らかにしてくださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．業務実施スケジュール 

 
６ 

月 

７ 

月 

８ 

月 

９ 

月 

１０ 

月 

１１ 

月 

１２ 

月 

１ 

月 

２ 

月 

３ 

月 

実行委員会の開催         ○       ○      ○    ○   ○ 

社会参画を促進す

る活動の実施 

 

○○研修            ○         ○ 

仕組みづくり研究  

効果検証  

市民フォーラム開催                             ○ 

  

  

 

９．現在又は過去において、地域住民の社会的孤立の予防・解消等に関連する取組を単独予算に

て実施した主要実績（できる限り具体的に記載すること。） 

 

注 取組の概要だけでなく、得られた効果・成果・経験、ノウハウや課題も含めて詳細に記

載してください。また、実施する事業テーマに即して多文化共生や高齢者の社会参画促

進等の分野で多少でも関連するものがあれば積極的に記載してください。 

 

 ※過去3年、取組部局、教育委員会との関わりもあわせて記載してください。 

 

 

 

 

  

左の列には各業務内容を記載し、右の列には各業務内容の実施時期、期間を丸

印や矢印等で明示してください（行数は適宜追加してください）。 



１０．評価に係る項目（実施により得られることが見込まれる成果・効果） 

（評価体制、評価手法、把握方法等を本取組の成果指標も含め、できる限り具体的に記載するこ

と。） 

 

注１ 見込まれる成果・効果については、事業の実績に加えて事業実施による地域の変化、

地域住民の意識の変容等について、成果・効果の根拠となる数値目標とともに記入し

てください。 

 

注２ 解決すべき課題や、見込まれる成果・効果が達成されたかどうかについて、どのよう

な手法でその根拠となるデータ等を把握し、どのような体制で分析、評価していくか

記入すること。 

 

 実施内容に対応させて書くこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１．２０１９年度の実施内容、見込まれる成果を踏まえた２０２０年度以降の計画 

 

注１ 必ず記載すること。 

 

注２ 本事業は、複数年度の実施を視野に入れているものの、２０２０年度以降も事業を実

施することが決定しているわけではないことに留意すること。 

 

注３ 継続して取組を行うことが望ましいため、本委託業務終了後も取組を継続して実施

し、より発展させ、最終的に地域に定着することかできる仕組み・方策があれば記載

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円
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円
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円
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円

円

円

円

円

円

円

　　　　支　出　項　目 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　訳

計画額小計

0合計

0雑役務費

再委託費 （再委託に係る経費を記入する。）

保険料

人件費

0

0

借料及び損料

会議費

通信運搬費

印刷製本費

旅費

消耗品費

0

0

0

0

0

0

摘　　　　　　　　　　　　　　要

業 務 計 画 書（ 経 費 計 画 書 ）

積　　　　　　　　　　　算

諸謝金 0

金　　　　　　額

作成に際しては、「学びを通じた社会参画の推進に関する実証研究事業　経費の取扱い」を確認してください。

対象は、本委託業務を実施する者、社会的孤立の予防・解消等に適した活動・学びの場を企画・運営

に関わる者など、取組を企画・運営する立場にあるものに限定するので注意すること。



※再委託先が複数ある場合には、再委託先ごとに作成すること。

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円
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円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

業務計画書（経費計画書（再委託先））

旅費

摘　　　　　　　　　　　　　　要 積　　　　　　　　　　　算

　　　　支　出　項　目 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　訳

計画額小計 金　　　　　　額

0

0

借料及び損料

会議費

通信運搬費

0諸謝金

0

0

0

消耗品費

0

0

0

印刷製本費

保険料

人件費

0

0

0合計

0雑役務費

消費税相当額

一般管理費

地方公共団体以外の組織・団体等は、課税事業者（納税義務者）の扱いとなりますので、賃金等の不

（非）課税の経費に関する消費税額のみをここに計上する必要があります。

対象は、本委託業務を実施する者、社会的孤立の予防・解消等に適した活動・学びの場を企画・運営に

関わる者など、取組を企画・運営する立場にあるものに限定するので注意すること。

再委託先が地方公共団体の場合、一般管理費を計上することはできない。



（様式３）（用紙寸法は、日本工業規格Ａ列４とする。） 

 

業務計画書（再委託に関する事項） 

 

受託団体等名  

 

１．再委託先の所在地等について 

※再委託先が複数ある場合には、全ての再委託先に関する必要事項を記入すること。 

 再委託先名 代表者名 代表者職名 再委託先の所在地 再委託金額 

１    〒  円 

２    〒  円 

３    〒  円 

４    〒  円 

５    〒  円 

    合 計  円 

 

２．再委託を行う業務の範囲 

 

注 様式１の「６」に準じて、できる限り具体的に記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．再委託の必要性 

 

注 再委託した方がより効率的、効果的に事業を実施できる理由をできる限り具体的に記載

してください。 

 

 

 

 


